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（様式第１号） 
平成２２年度 第５回芦屋市社会教育委員の会議 会議録 

                                （以下敬称略） 
日 時 平成２３年１月１１日（火） １５：００～１７：００ 

場 所 北館４階 教育委員会室 

出席者 議長   樋口 茂  

委員   上田 孝俊 

委員   牧野 君代 

委員   信岡 利英 

委員   松本 朋子 

委員   中村 美津子   

委員   玉  潤   

社会教育部長 橋本 達広 

事務局    生涯学習課長 細井 良幸・生涯学習課主査 船曵 純子 

欠席者 副議長  野原 三惠子 

委 員  水谷 孝子 

会議の公表    ■ 公 開      □ 非公開      □ 部分公開 

＜非公開・部分公開とした場合の理由＞ 

傍聴者数  ０人 

 

会議次第 

報告 

１ 兵庫県社会教育研究大会について  

２ 阪神南地区社会教育委員協議会研修会について   
３ 次年度以降の美術博物館の運営について   

４ 社会教育委員の会議委員構成について   

協議 

５ 社会教育関係登録団体の承認について 

６ 平成２３年度以降の社会教育団体の補助・育成について 

７ その他 
 

提出資料 

１ 平成２２年度兵庫県社会教育研究大会記録集 

２ 芦屋市立美術博物館指定管理者制度に係る経過 

３ 附属機関等の指針（抜粋） 
４ 公募要領 
５ 社会教育法（抜粋） 
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６ 芦屋市社会教育関係団体登録申請書写し 
７ 平成 22年度社会教育関係団体登録数 

 

内容 

生涯学習課長より教育長退任の報告。 

社会教育部長挨拶 

１ 兵庫県社会教育研究大会について 

＜事務局：船曵＞ 

分科会では記録された以外にも地域での実践報告がされていました。尼崎の事例では，①地域にある

大学が地域との共同に熱心である②統合後の新設校であり設備等も学校を拠点とした地域交流がしや

すいようになっている③ソロバン特区に指定されており地域連携の素地ができていた，などの特徴があ

りましたが，その点について他の地区では課題になっていたらしく質問が出ていました。また，多くの

地域で支援の担い手の世代交代やコーディネーター機能の不足が課題となっているとの問題提起があ

りました。 

 

２ 阪神南地区社会教育委員協議会研修会について 

＜事務局：船曵＞ 

提案型講演内容でした。議事録が発行され次第各委員に送付します。 

 

３ 次年度以降の美術博物館の運営について   

＜社会教育部長＞ 

資料２「芦屋市立美術博物館指定管理者制度に係る経過」に沿って説明。4 月からの展示を実施する

ことを最優先とし，次点候補を繰り上げて指定管理者として承認を受ける予定。 

 

４ 社会教育委員の会議委員構成について  

＜事務局：細井＞ 

 資料３，４，５のとおり平成２３年度より市民委員を公募予定です。選定は事務局内で行いますが，

団体所属に限らず社会教育に関心とかかわりを持つ方を募集します。委員の構成自体を見直す場合

があるので，あらかじめご意見があればお聞きしたいと思います。 
＜議長＞ 
 方向としては妥当であると思う。芦屋市では委員を公募してもなかなか応募がないとも聞く。できる

だけ熱心な方に就任していただきたいので，構成もバランスを見て大局的な見地から判断していただき

たい。また引き続き委員を依頼された場合は快く引き受けていただきたいと思う。 

 

５ 社会教育関係登録団体の承認について 

 福祉団体として申請したが，規約での活動拠点が芦屋市内でないなど条件に合わず該当しなかったの

で社会教育関係団体と申請してきました。 

＜信岡委員＞ 

 昨秋に男女共同参画関係団体として登録された。社会教育関係団体への登録は減免が目的のように思
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う。 

＜議長＞ 

 社会福祉と社会教育を切り分けるのは難しい面もあるが，この数年，登録団体を目的別に整理してい

く方向にある。施設使用料減免という形での助成の範囲で考えれば，行政として薄く広く助成していく

のか，「育成」の観点で絞るのかという判断もある。この団体は明らかに福祉を目的としているので，

この団体を社会教育関係団体として登録するのはこれまでの経過との整合性がなく，また今後の団体の

補助の考え方の整理にもなじまない。団体の主旨に沿って福祉団体として認定を受けるようにしてもら

うことが団体にとってもよいかと考えるがいかがか。 

＜全委員＞ 

賛成 

＜議長＞ 

 この申請団体は社会教育関係団体として承認しないこととします。 

 

６ 平成２３年度以降の社会教育団体の補助・育成について 

＜事務局：細井＞ 
平成２３年度補助の交付にあたり，平成２３年度開催予定の本会で意見を聴く必要がありますが， 

その際には第１回の会議でご指摘のあったとおり提案方法を改善します。平成２３年度については

交付申請内容や実態調査内容を集約して提供し，社会教育団体の補助・育成にあたって課題となる点

を明確にしていく段階とします。同時に平成２３年度期中には，登録団体を対象とした研修等を実

施し，実態調査とともに登録制度自体の改善を図っていきます。 
＜議長＞ 
登録団体はｽﾎﾟｰﾂ関係が圧倒的に多い。今回はまず補助対象団体についてだが，補助金申請資料，活

動実績，市民参加者数，収支等様々なものさしがある。どこに基準を置くのかが問題になる。 
＜玉 委員＞ 
 補助団体の規模と金額等は決まっているのか？ 
＜事務局：細井＞ 
 補助基準により構成人数に合わせた補助額が決まっています。 
＜牧野委員＞  
 補助申請から支出までの流れを第６回の会議で示してもらうことで，課題はより明確になるかと思う。 
＜信岡委員＞ 
 過去から補助対象に変化がない。大項目によって内容はチェックできない。たとえば集会所活動で囲

碁のクラブがあるが，囲碁協会には加入しているのか，もし加入していたとして，補助金は個別の集会

所クラブの活動に使用されているのか，そういったことがわかりにくい。 
＜議長＞ 
 コミスク活動には差があるのに一律同額なのはいかがか。PTA活動に補助が必要か？補助がなければ
やめるというものなのか。  
＜松本委員＞ 
 芦屋の PTAは１年で役員が替わるので金額も事業も定まったものが必要。 
＜信岡委員＞ 
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 事業仕分け的なことが必要な時期に来ている。補助があるからということで惰性で存在している団体

もあると思う。 
＜中村委員＞ 
 コミスクは立ち上がりのときに補助の約束をされた経過があるので難しいが，３０年が経ち情勢が変

わる中では「補助があって当然」ではない。完全に廃止は困るが金額については考えていく時期である。

それぞれの団体がどのように活動しているのかが見えにくい。 
＜信岡委員＞ 
 切っていくということではなく，育成のために新たに補助を出すべき団体があるかもしれないし，ま

た補助を受けている団体の中にも増額すべき団体があるかもしれない。 
＜上田委員＞ 
 例えばサッカーならサッカー協会があり，一方で地域のチームがある。やはり地域とのかかわりを重

点に判断して欲しいと思う。 
＜牧野委員＞ 
 体育協会ではすでに「事業仕分け」を行っている。団体に計画書と報告書と領収書を提出してもらい，

対象事業費の６割までしか補助しないし，書類の整合性がなければ補助しない。ただし，スポーツ活性

化のために基本金を補助しなければならないところもあるし，内容による。社会教育団体についても実

態のわかる資料を提示してもらいたい。 
＜議長＞ 
 育成の観点からは，補助事業の公募も一つの有効な方法であると思われる。実効性のある補助のあり

方に向けて，２３年度については事務局提案に沿って，実態と課題を把握していくこととする。 
 
７ その他 
「社会教育施設の一元化情報関係」 
＜事務局：細井＞ 
 「減免対象の表示」及び「窓口での常置（市民センター）」について 
事務局内検討によって，現在の情報には一定の制約があり，そのまま紙ベースで設置しても活用さ 
れ難く，一方で外部サイトや携帯サイトの運用などで改善方法が見込めることから，至急実施より 
もさらなる精査を経ようとしています。 
「青少年育成団体の実態」 
実態把握については精査が必要であるし，実質的な青少年育成施策としては，補助と同様引き続 

き全市的な観点から協議をしていく必要があると考えています。 
＜事務局：船曵＞ 
 開催案内で議題としていた「社会教育関係団体の学校連携について」は，補助の基準に学校との

連携状況を加味するかどうかが課題となる時期に併せて実態を報告させてください。現状では，精

道小学校 smile ねっとでは多くの社会教育関係団体が学校支援に参加している実態があります。
smileねっとを進めていく中で，さらに効果的なかかわりや実績の見せ方なども見えてくると思う
ので，それを他の社会教育団体に還元したいと思います。smileねっと自体は関係する自治体や福
祉関係，愛護関係の会議で取り上げていただき，周知にご協力いただいています。これまで以上に
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新たな参加者が求められているので実験的に新聞おりこみも予定しています。 
 

 

     次回の会議予定    平成２２年３月９日（水）１５時～１７時 

                芦屋市役所北館４階 教育委員会室 



平成２２年度 第５回社会教育委員の会議 

 

日 時：平成２３年１月１１日（火） 

                                 １５：００～１７：００ 

場 所：教育委員会室  

議 題 
＜報告＞ 

１ 兵庫県社会教育研究大会について 
    
 
２ 阪神南地区社会教育委員協議会研修会について 
    
 
３ 次年度以降の美術博物館の運営について 
    
 
４ 社会教育委員の会議委員構成について 
    
 
＜協議＞ 

５ 社会教育関係登録団体の承認について 
    
 
６ 平成２３年度以降の社会教育団体の補助・育成について 
    
 
７ その他 

   
＜会議予定等> 
平成２２年度学校地域連携促進事業実践研究報告会（中間報告） 

日時 平成２３年３月１６日（水）14:00～16:30 
場所 兵庫県庁 西館大会議室（旧県民小劇場） 

 
次 回      平成２３年３月８日（火）１５時～１７時 

                   教育委員会室 



提出書類　１
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「７会議の公開」「８会議の公開方法等」「９会議開催の周知」「10会議録等の作成及び公表」 
「11その他の事項」「12補則」「附 則」は省略 

------------------------------------------------------------------------------------ 

附属機関等の委員の公募に関する要領 －抜粋－ 
 
 芦屋市附属機関等の設置等に関する指針（以下「指針」という。）６に規定する委員の公募方
法等については，次の要領で行うものとする。 
１ 公募方法 
  委員の公募は，選任予定日のおおむね２月前までに広報紙への掲載その他の方法により行う
ものとし，２週間程度の応募期間を設けるものとする。 

２ 応募資格 
  公募委員に応募することができる者は，原則として芦屋市内に居住する応募時の年齢が２０
歳以上の者とし，指針５委員の選任(1)④に規定する年齢制限は適用しないものとする。 

３ 周知事項 
  公募に際しては，次の事項を周知するものとする。【下記のとおり】 
４ 選考方法及び基準 
  選考方法及び基準は，原則として所管課に選考委員会を設置し，附属機関等の設置目的，審
議内容等を勘案して，次の方法のいずれかにより行うものとする。 

 (1) 小論文による選考  (2) 面接による選考  (3) その他市長が適当と認める方法 
 
「５選考結果の通知」「６実施期日」は省略 
------------------------------------------------------------------------------------ 

広報（案）２月１日～ 
 
 

「社会教育委員の会議」の市民委員を募集します 
 
 社会教育法に定める市の事務について、市民の皆さんの意見を反映させるため、次のとおり

市民委員を募集します。 

■募集人数  2 人以内 

■任  期  平成 23 年 4 月１日から平成 25 年 3 月 31 日までの 2年間 

■内  容  原則として、平日の昼間に 1回・2時間程度（年間 6回程度）の会議を開催。 

       また、必要に応じ関連する研修会への参加など。 

       ※委員報酬・交通費の支給あり。 

■応募資格  芦屋市内に居住されている、応募時の年齢が 20 歳以上の方 

              ※現在、3以上の附属機関等の委員に選任されている方は応募できません。 

■応募方法  所定の応募用紙に必要事項を記入し、「社会教育との関わり」をテーマとした作

文（800 字程度）を添付し、2 月 8 日（火）から 2 月 22 日（火）までに郵送も

しくは持参により生涯学習課へ提出。（応募書類は返却しません。） 

※郵送の場合は必着、持参の場合は市役所開庁時間内 

       ※応募用紙は生涯学習課で配布、又は市ホームページからダウンロードできま

す。 

■選考方法  選考委員会で決定 

■問い合わせ 生涯学習課 ℡38-2091 
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芦屋市附属機関等の設置等に関する指針 －抜粋－ 

１ 趣旨 

  この指針は，市政への市民参画の促進及び公正で透明な開かれた市政の実現の推進に資す

るため，附属機関等の設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
「２『附属機関等』の定義」「３附属機関等を設置する際の留意事項」「４既存の附属機関等の見
直し」は省略 

 
５ 委員の選任 

 (1) 附属機関等の委員（以下「委員」という。）の選任に当たっては，次に掲げる事項に留意

し，選任するものとする。 

① 開かれた市政の推進のため，広く各界各層から適切な人材を選任するものとする。 

② 各種団体等から選任する場合は，当該団体における役職によらず，広く構成員から推

薦を受けるよう各種団体等に働き掛けるものとする。 

③ 女性を積極的に登用するものとし，「芦屋市男女共同参画行動計画」に基づいて，女性

委員の割合が定数の４０％以上となるよう努めるものとする。 

④ 委員の年齢構成が偏らないようにするとともに，選任時の満年齢が７０歳を超えない

ものとする。 

⑤ 同一人を複数の附属機関等の委員に選任しようとする場合は，同一人を選任できる附

属機関等の数は３機関までとする。 

⑥ 委員の在任期間は，１０年を超えないものとする。 

⑦ 一つの附属機関等の委員の数は，法令又は条例で定められている場合を除き，２０人

以内の必要最小限度とする。 

 (2) 上記④～⑦までの規定は，委員の資格に関し法令又は条例の定めがある場合又は実施機

関が適当と認める者が他に得られない場合など特別の事情がある場合は，適用しないこと

ができる。 

 (3) 委員名等の公開について，次に掲げる事項は芦屋市情報公開条例（平成１４年芦屋市条

例第１５号。以下「情報公開条例」という。）に規定する非公開情報に該当しないものとす

る。 

① 委員名 

② 当該附属機関等における役職名 

③ 委員の出身団体等の名称及び役職 

 

６ 委員の公募 

 (1) 市政への市民参画を促進するため，附属機関等の設置目的，審議内容等を十分勘案した

上で，原則として１人以上の公募委員を登用するものとする。ただし，所掌事項が次に掲

げる事項に該当する場合は，公募を行わないことができる。 

① 行政処分に関する審議等を行う場合 

② 住民の権利を制限する内容に関する審議等を行う場合 

③ その他所掌事項に照らし，委員の公募が適当でないと認められる場合 

 (2) 公募方法及び選考方法等その他の必要事項は，「附属機関等の委員の公募に関する要領」

に定めるところによる。 
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《参考資料》 
社会教育法【抜粋】 
（社会教育委員の構成）  
第十五条  都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。  
２  社会教育委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある
者の中から、教育委員会が委嘱する。  
 
○芦屋市社会教育委員に関する条例【抜粋】 
第1条 社会教育法(昭和24年6月10日法律第207号)第15条に基き本市に社会教育委員(以下「委員」という。)を
置く。 
第2条 委員の定数は10名以内とする。 
第3条 委員の任期は2年とし毎年4月社会教育法第15条の規定により委嘱する。補欠委員の任期は前任者の残任期
間とする。 
第4条 削除 
第5条 削除 
第6条 本条例施行に関し必要な事項は，本市教育委員会が別に定める。 
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